
 
平成 26年 10月 16日 

各      位 

                                                   会 社 名  アイエックス・ナレッジ株式会社 
                                                   代表者名  代表取締役社長  安藤  文男 

                                                        （ＪＡＳＤＡＱ・コード９７５３） 
                                                   問合せ先  経営管理本部長兼経理部長 石井  嘉範 

電話  ０３－６４００－７０００ 

 

九州事業部門の事業譲渡に関するお知らせ 

 

当社は、平成26年10月16日開催の当社取締役会において、以下のとおり、平成26年12月１日を以って、

ｅＢＡＳＥ－ＰＬＵＳ株式会社に対する当社九州事業部門の承継についての事業譲渡契約を締結することを

決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

１．事業譲渡の理由 

当社九州事業所は、昭和 61 年 10 月、当社合併前の日本ナレッジインダストリ株式会社の九州支社とし

て発足し、株式会社アイエックスとの合併による同社小倉オフィスとの統合を経て、現在まで九州地区を

中心に事業を行ってまいりました。 

一方で、情報サービス業界を取り巻く環境の変化に対応するため、当社は事業の選択と集中により効率

的な事業運営を図ることで、安定的な収益を確保できる体制の構築を進めてまいりました。 

このような事業戦略の中、当社は九州事業部門の事業譲渡につきｅＢＡＳＥ－ＰＬＵＳ株式会社と協

議・交渉を進め、本事業譲渡が当社の事業戦略の促進につながるとともに、当該九州事業においても、同

社ならびに当社がこれまで培ってきた技術及びノウハウ等の相乗効果が見込まれることから、同社と事業

譲渡契約を締結するものであります。 

 

２．事業譲渡の概要 

（１）事業譲渡の内容 

   当社九州事業所におけるコンサルティング、システム・インテグレーション・サービス及び 

システムマネージメントサービス 

 

（２）九州事業所の平成26年３月期における経営成績 

 九州事業所(a) 当社全社実績(b) 比 率(a/b) 

売 上 高 683百万円 15,767百万円 4.3％ 

売 上 総 利 益 50百万円 2,254百万円 2.2％ 

営 業 利 益 △ 54百万円 144百万円 － 

経 常 利 益 △ 54百万円 173百万円 － 

 

（３）譲渡する資産、負債の項目及び金額（平成26年４月30日時点） 

資  産 負  債 

項  目 帳簿価額 項  目 帳簿価額 

流 動 資 産 13百万円 負 債 1百万円 

固 定 資 産 3百万円  

投 資 そ の 他 8百万円 

合  計 25百万円 合  計 1百万円 

 

 

 

 



 

（４）譲渡価額及び決済方法 

 譲渡価額39,580,000円（消費税別） 

譲渡価額は事業譲渡日の譲渡資産簿価から譲渡負債簿価を減じた価額にのれん代を含めた価額としており

ます。但し、事業譲渡期日の各資産・各負債の残高又は評価額に変動が生じた場合、本事業譲渡価額は変更

することがあります。 

なお、決済方法は現金による決済とします。 

 

３．相手先の概要 

（１） 名 称 ｅＢＡＳＥ－ＰＬＵＳ株式会社 

（２） 所 在 地 大阪府大阪市北区豊崎五丁目４番９号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 常包 浩司 

（４） 事 業 内 容 

ＩＴ開発アウトソーシングビジネス、コンテンツマネージメントソ

フト「ｅＢＡＳＥ」の受託開発、受託オペレーション、受託サーバ

保守 

（５） 資 本 金 90百万円 

（６） 設 立 年 月 日 2010年11月 

（７） 純 資 産 318百万円 

（８） 総 資 産 434百万円 

（９） 大株主及び持株比率 ｅＢＡＳＥ株式会社 100％ 

（10） 
当 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 特筆すべき取引はありません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

 

４．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 平成26年10月16日 

（２） 契 約 締 結 日 平成26年10月16日 

（３） 事 業 譲 渡 期 日 平成26年12月１日（予定） 

※本事業譲渡について、当社においては会社法第 467 条第１項第２号に定める「事業の重要な一部の譲渡」

に該当しないため、株主総会の承認を得ることなく実施いたします。 

 

５．会計処理の概要 

 本事業譲渡により、事業譲渡益が発生する見込みでありますが、当期業績に与える影響は軽微であります。 

 

６．今後の見通し 

 本事業譲渡により、特別退職金を特別損失に計上する見込みでありますが、その金額については未確定の

ため、当期業績に与える影響について現在精査中であります。 

なお、影響額につきましては、確定次第速やかにお知らせいたします。 

 

以上 

 

（参考）当期業績予想（平成26年４月30日公表分）及び前期実績 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

当期業績予想 

（平成27年３月期） 
16,348百万円 339百万円 360百万円 356百万円 

前期実績 

（平成26年３月期） 
15,767百万円 144百万円 173百万円 96百万円 

 


